
             

① 物価高騰に伴う生活者支援事業 … 福祉課  

＜概要＞ 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者を支援するた

め、みやま市全世帯に対し、１世帯あたり3,000円のデジタル地域通貨ポイン

ト（みやまんコイン）を給付する。また、デジタル地域通貨を給付することに

より、市内事業者の支援にも繋がる。 

＜対象者＞  

・令和５年７月１日現在、みやま市の住民基本台帳に記載のある全世帯   

（約 14,600世帯） 

＜応援内容＞  

・１世帯あたり3,000円相当のデジタル地域通貨ポイントを給付する。 

＜使用期限＞ 

・令和5年８月1日～令和６年２月28日まで 

＜デジタルディバイド対策＞  

・スマホ相談会の開催 … 8・9月は旧町毎に月4回、10月～2 月は旧町毎に

月2回のスマホ相談会を行う。 

・スマホをお持ちでない世帯等 … QR コードと引き換えに、商品券等 3,000

円分をお渡しする。 

   

＜予算額合計＞ 

５，５００万円 

・事業費：3,000円×14,600世帯 ＝ 4,380万円 

・事務費：1,１20万円（通信運搬費、スマホ相談会及び封入封緘業務委託料など） 

 

 

② 保育所等給食・食材高騰支援事業 … 子ども子育て課 

＜概要＞ 

保育施設において、これまで通りの栄養バランスや量を保った給食の実施のほ

か、保護者の経済的負担軽減を図るため、給食の材料費高騰に対し補助する。 

＜補助額＞ 

・保育所11ヵ所、認定こども園3ヵ所、事業所内保育所1ヵ所  



【主食】1,050円／月（県基本単価）×772人×12月 ≒ 973万円 

【副食】630円／月（県基本単価）×339人×12月 ≒ 256 万円 

    ※なお認定こども園（幼稚園型）は、県より直接補助予定 

＜予算額合計＞ 

１，２２９万円 

財源内訳 地方創生臨時交付金615万円、県補助金614万円 

 

 

【低所得世帯支援分】 

◎  電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金 … 福祉課 

＜概要＞ 

電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が

大きい低所得世帯に対して、1世帯あたり3万円を給付する。 

＜支給対象者＞ 

❶令和 5 年 6 月 1 日現在、みやま市の住民基本台帳に記載のある世帯で、  

令和 5年度分の住民税均等割非課税世帯（申請不要）… 4,500 世帯 

❷令和５年１月以降、家計が急変し、住民税均等割非課税相当の収入となった

世帯（要申請）… 100世帯 

＜補助額＞ 

1世帯あたり3万円  

＜予算額合計＞ 

１億４，５７６万円（国10/10補助） 

・事業費：30,000円×4,600世帯 ＝ 1 億 3,800万円 

・事務費：776万円（通信運搬費、受付業務及び電算システム改修委託料など） 

 

 

 

 

みやま市支援策（第１弾）合計：２億１，３０５万円 

【財源内訳】 

地方創生臨時交付金       ２億 691万円 

県補助金               614 万円  

 


